
 

宮津市事業者人手不足対策等支援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、市内事業者の安定的な事業継続及び地域産業の持続的発展の後押しのため、人

手不足対策や労働環境の改善に取り組む市内事業者に対し、補助金等の交付に関する規則（昭

和39年規則第18号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲

内において補助金を交付する。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市内に事業所等を有

する法人または個人、団体その他市長が適当と認める者かつ事業継続の意思がある者で、次の

各号のいずれにも該当しないものとする。 

 (1) 市税（地方税法(昭和25年法律第226号)第５条に規定する税をいう。）を滞納している者 

(2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第122号)第２条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業及び当該営業に係る接客業務受託営業を行う者 

(3) 宗教上の組織又は団体 

(4) 政治団体 

(5) 前各号に掲げる者のほか、補助金の趣旨及び目的に照らして適当でないと市長が判断する

者 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、補助金の交付の対象

となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助金額は、別表のとおりとする。    

（交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとするときは、規則第４条の規定により宮津市事業者人手不足

対策等支援補助金交付申請書に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第５条 補助事業が完了したときは、速やかに規則第10条の規定により宮津市事業者人手不足対

策等支援補助金実績報告書に必要な書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

 （書類及び帳簿の保存） 

第６条 補助事業者は、補助事業に係る収支を記載した帳簿、証憑等を備え付けるとともに、そ

の証拠となる書類を整備し、かつ、これらの書類を当該事業完了の翌年度から５年度間保存し

なければならない。 

（処分の制限） 

第７条 補助金の交付を受け整備又は購入した財産は、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に

供してはならない。ただし、市長の承認を受けた場合は、この限りでない。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、宮津市事業者人手不足対策等支援補助金交付申請書等の

様式その他必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

補助対象事業 補助対象経費 補助金額 



１ 人手不足対策支援

事業 

求人情報誌や就職情報サイト等への求人

情報掲載料、採用情報を掲載するウェブサ

イト開設及び改修費用、人材紹介事業者へ

の紹介手数料、企業説明会や採用面接会等

への出展料、広告宣伝費、研修や指導にか

かるコンサルティング経費、自らで行う工

場見学、職場体験、インターンシップなど

にかかる広告宣伝費、サイト作成費用、参

加者（求職者）の交通費、宿泊費その他市

長が必要と認める経費。 

補助対象経費の1/2以内

（300千円を限度とする。） 

２ 社宅等整備支援事

業 

従業員の社宅または社員寮整備に要する

建築費又は購入費、5年以上の新規借上契

約における申請年度内であって、市長が別

に定める期間内の賃料（1棟2部屋以上の借

上げであること。）その他市長が必要と認

める経費。 

補助対象経費の1/2以内

（建設及び購入の場合は

1,000千円、借上げの場合

は500千円を限度とする。） 

  １ 補助対象経費には、消費税及び地方消費税を含めないものとする。  

  ２ 補助対象経費は、市長が別に定める期間内に発注又は契約を行い、納品、支払の全て

を完了し、帳簿、証憑等によりその事実を確認できる経費とする。 

３ 同一の補助対象者による同一年度内の補助対象事業が重複する場合は、補助対象とし

ない。 

４ 補助対象事業が国、府等の補助金等の交付を受けるときは、この表による補助対象経

費から当該補助金額を除いた経費を補助対象経費とする。 


